
（注１）都府県の乳用牛経営への飼料価格上昇の影
響を見た文献として，清水(2008)があるので参
照いただきたい。

（１） 近年の価格変化

第１図は，農業資材価格の推移を指数で

見たものである。
（注２）

農業資材価格指数の一部

を構成する光熱動力，配合飼料および肥料

価格指数は，2004年ごろから上昇していた

が，06年後半からその傾向が強まり，08年

に入ると暴騰ともいえる状況となった。そ

して，これら３指数の上昇につれ，農業資

材価格指数も上昇幅が大きくなっており，

３指数が農業資材価格指数上昇の中心とな

ってきたことがわかる。06年の価格指数を

基準に08年８月の価格指数を見ると，光熱
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情
 勢
 

ここに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。

本稿は，昨年来の一次産品価格の上昇が

日本農業の大きな負担となっている情勢を

踏まえ，最近の農業資材価格および農産物

価格の変化と，それが農畜産経営の収支に

与える影響について試算することを主な目

的としている。価格変化が農業および農業

経営等に与える影響を見るための基礎とな

る資料としては，「産業連関表」，「生産費

調査」および「営農類型別経営統計」など

がある。影響を見る方法として，「産業連

関表」では行列計算によるほか，モデルを

構築して試算する方法があり，「生産費調

査」および「営農類型別経営統計」では，

価格部分をそのまま変化させる方法や，関

数を使用して推計する方法などがある。本

稿は，「生産費調査」の価格部分を変化さ

せる方法を使って試算する。

価格の変化については，資料として「農

業物価統計」を使用し，農畜産経営の収支

に与える影響については，「農業物価統計」

と「生産費調査」を使用して個別品目にか

かる経営収支の変化を試算する。紙幅の制

約があるため，本稿においては，耕種では

米，畜産では乳用牛と肉用牛の３つに焦点

を当てる。
（注１）

農畜産業における資材価格の変化による
経営収支への影響

38 - 646

１　農業資材価格および

農産物価格の上昇

はじめに

資料　農林水産省「農業物価統計」 
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第1図　資材価格の変化 

光熱動力 
配合肥料 
肥料 
農業資材価格指数 
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動力は44.5％，配合飼料は36.1％，肥料は

47.4％上昇し，農業資材価格指数は，06年

と比べ08年８月には15.6％上昇した。

一方，農産物価格の推移を指数で見たも

のが第２図である。農産物価格においては，

一部の資材価格指数に見られるような高い

上昇率は見られない。本稿で取り扱う３品

目については，うるち玄米および去勢肥育

和牛の価格は低下傾向にあるが，生乳の価

格は08年４月の乳価改定を反映して５月か

ら上昇している。

そして，農産物価格全体の動きを示す農

産物価格指数は，

06年と比べ08年８

月には10.7％も低

下する一方，資材

価格は上記のよう

に大きく上昇した

ことから，交易条

件 (農産物価格指

数／農業資材価格

指数)は著しく悪

化している。

（注２）「農業物価統計」に掲載されている価格お
よび指数に反映されている価格は，農業経営者
の庭先価格である。例えば，庭先の農産物価格
は，農協や出荷組合から川下の需要者に売り渡
される販売価格から出荷等に要した費用を控除
したものである。

（２） 過去との比較

先に示した最近の価格指数の推移と比較

するために，少々乱暴ながら1973年10月に

始まる第一次石油危機当時の価格指数の動

きを見ておく。このときは，産油国の原油

価格引き上げに加え，農業関連では73年６

月の穀物ショック(米国の大豆等の輸出規

制)を背景とした飼料価格の上昇があった。

農産物に限らず日本全体としての当時の特

徴は，原材料価格や卸売価格の上昇ととも

に消費者物価および賃金率が上昇したこと

であり，73年においては，消費者物価指数

の前年比が23.2％となるなど，高率のイン

フレーションが引き起こされた。

第３図に示した石油危機当時の農業資材

価格と農産物価格の推移を見ると，最近の
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資料　農林水産省「農業物価統計」 
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第2図　農産物価格の変化 
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資料　農林水産省「農業物価統計」 
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第3図　農産物価格と資材価格変化の比較 

農産物価格指数（Ａ） 

〈石油危機時〉 〈最近の動き〉 

農業資材価格指数（Ｂ） 
交易条件（Ａ／Ｂ） 

４００ 
３８０ 
３６０ 
３４０ 
３２０ 
３００ 
２８０ 
２６０ 
２４０ 
２２０ 
２００ 
１８０ 
１６０ 
１４０ 
１２０ 
１００ 
８０ 
６０ 

（１９８９年＝１００） 

８９年 ９３ ９７ ０１ ０５ ０７ 
・ 
１ 

０８ 
・ 
１ 

農産物価格指数（Ａ） 
農業資材価格指数（Ｂ） 
交易条件（Ａ／Ｂ） 



動きとは異なり，当時は農業資材価格とと

もに農産物価格も上昇していたことがわか

る。例えば，73年においては，農業資材価

格指数は前年比で26.1％，農産物価格指数

は23.2％上昇した。交易条件を見ると，石

油危機前の60年代は米価の上昇を背景に改

善していたが，69年以降悪化しており，石

油危機が勃発する73年の半ばから大幅に悪

化することになる。しかし，74年の半ばか

らは大幅に改善している。このことは資材

価格変化が農産物価格に波及するまでに時

間差が生じている可能性を示している。
（注３）

現在の価格変化の状況は，資材価格が先

行して上昇しており，それが交易条件を悪

化させている。現状，資材価格の上昇にあ

わせ，農産物価格が上昇しているのは，図

中の品目では生乳のみである(前掲第２図)。

（注３）生産性の向上は価格上昇の一部を吸収する
が，ここでは考慮していない。

（１） 試算の特徴

本稿では，「生産費調査」の収支の両面

を価格変化にあわせて変化させた結果を示

す。この方法の最大のメリットは簡便なこ

とであり，ある条件のもとでの極めて短期

的な経営収支の変化を見るには有効であろ

う。

一方，デメリットとしてここでは２つ挙

げておく。これらの点を考慮すると，本稿

の試算はかなり限定的なものであることに
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注意が必要である。

第１に，技術が固定されていることであ

る。これは，06年から現在までの間の技術

進歩による生産性の向上を無視しているこ

とになり，中長期的な変化を見るには非現

実的であることを示している。加えて，相

対価格変化にも関わらず全く生産量および

投入量を変化させない状況を想定してい

る。この状況は，価格上昇による収入増加

の効果を過小評価，費用増大の効果を過大

に評価したものとなる。例えば，ある投入

財の価格が上昇し，生産費が上昇するとみ

れば，農業経営者はその上昇を緩和するた

めに，より安価な代替資材の利用や新技術

を導入し，投入量を変化させ，費用を削減

することが多い。本稿では，こうした経営

努力による生産費上昇の緩和については考

慮していない。

第２に，農産物価格と農業資材価格に反

映されない政策支援の部分は考慮されな

い。例えば，米，乳用牛および肉用牛の各

品目における経営安定対策などは考慮され

ない。

（２） 試算の方法

ここで試算するのは，米，乳用牛および

肉用牛(去勢若齢肥育牛)の３品目であるが，

耕種で米を取り上げたのは，農業生産額に

占める割合が高いことを考慮してのことで

ある。畜産では，乳用牛および肉用牛を取

り上げた。それは，乳用牛を飼養する酪農

経営が，多大な設備投資を要し，価格の変

動の仕方によっては経営継続すら困難なこ
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２　価格変化の影響

－生産費調査を利用して－
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と，肉用牛生産の粗収益が物財費を下回る

など厳しい状況にあったことを考慮したた

めである。

試算に当たっては，06年の生産費調査を

基礎データとして使用する。そして，06年

から直近の08年８月までの価格変化率を使

用して収支変化をみる。変化させる価格は，

農産物価格では「うるち玄米」，「生乳」お

よび「去勢肥育和牛」であり，これにより

試算する３品目の「粗収益」を変化させる。

生産資材価格では「肥料」，「配合飼料」お

よび「光熱動力」の価格変化を，「購入肥

料費」，「流通飼料費」，「光熱水料および動

力費（以下「光熱動力費」という）」の費用

３項目に反映させる。試算は，①費用３項

目のみを変化させた

場合の試算結果と，

②①に加えて粗収益

も同時に変化させた

場合の試算結果を示

す。

なお，試算に当た

って「生産費」とい

う項目を新たに設定

した。
（注４）

これは，本稿

において便宜上設定

したものであり，家

族労働費を含む所得

を見るためである。

各品目における試

算結果として，ここ

では調査農家の平均

(表上部の「全体」)，

全国平均経営規模が該当する階層(表中央

部)および統計上での最上位規模階層(表下

部)の３つを示している。全国平均経営規

模は，米は1.2ha／戸，乳用牛は61.5頭／戸，

肉用牛は32.2頭／戸である。
（注５）

（注４）通常，生産費は，副産物価額差引生産費，
支払利子・地代算入生産費および資本利子・地
代全額算入生産費の３つを指す。

（注５）米の全国平均経営規模は，「平成18年産作
物統計」および「2005年農林業センサス」から
計算した。乳用牛および肉用牛の全国平均経営
規模は「平成18年畜産統計」からとった。

（１） 米

第１表は，価格変化の影響を米について

農林金融2008・11
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３　試算結果

（単位　千円／１０ａ，％）

全
　
体 

粗収益（A）   

生産費（B）   

　うち物財費  

　　うち購入肥料費 
　　　　光熱動力費 

所得（A）－（B）  

資料　農林水産省「平成１８年度米及び麦の生産費」, 「農業物価統計」         
（注）１　副産物は除く。         

２　生産費とは、支払利子・地代算入生産費から家族労働費を除いたものである。        

第1表　米生産における１０aあたりの収支 

１１１ 
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１１５ 

６５ 

５５ 

７ 
４ 

５０ 

１１１ 

８７ 

８２ 

１２ 
５ 

２４ 

１１２ 

８９ 

８６ 

１２ 
６ 

２３ 

１１５ 

７０ 

６０ 

１０ 
６ 

４５ 

 

 

（１００．０） 

（１０．２） 
（４．９） 

 

 

 

（１００．０） 

（１０．２） 
（４．９） 

 

 

 

（１００．０） 

（１２．５） 
（７．０） 

 

①０６年 
実績 ②費用 

変化後 

１０６ 

８７ 

８２ 

１２ 
５ 

１９ 

１０７ 

８９ 

８６ 

１２ 
６ 

１８ 

１１０ 

７０ 

６０ 

１０ 
６ 

４０ 

③収益 
・費用 
同時 
変化後 

０ 

５ 

５ 

４ 
２ 

△５ 

０ 

６ 

６ 

４ 
２ 

△６ 

０ 

５ 

５ 

３ 
２ 

△５ 

増減額 
②－① 

△５ 

５ 

５ 

４ 
２ 

△１０ 

△５ 

６ 

６ 

４ 
２ 

△１１ 

△５ 

５ 

５ 

３ 
２ 

△１０ 

増減額 
③－① 

０．０ 

６．６ 

７．０ 

４７．４ 
４４．５ 

△１８．３ 

０．０ 

６．８ 

７．０ 

４７．４ 
４４．５ 

△１９．７ 

０．０ 

７．６ 

９．１ 

４７．４ 
４４．５ 

△１０．０ 

増減率 
②／① 

△４．５ 

６．６ 

７．０ 

４７．４ 
４４．５ 

△３５．２ 

△４．５ 

６．８ 

７．０ 

４７．４ 
４４．５ 

△３７．３ 

△４．５ 

７．６ 

９．１ 

４７．４ 
４４．５ 

△２０．４ 

増減率 
③／① 

（構成比） 

１
〜
２
ｈａ
未
満 

粗収益（A）   

生産費（B）   

　うち物財費  

　　うち購入肥料費 
　　　　光熱動力費 

所得（A）－（B）  

１５ 
ｈａ
以
上 

粗収益（A）   

生産費（B）   

　うち物財費  

　　うち購入肥料費 
　　　　光熱動力費 

所得（A）－（B）  
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みたものである。

06年の平均価格と比べ，08年８月の資材

価格は，肥料が47.4％，光熱動力が44.5％

上昇しているので，これに合わせ物財費の

うち購入肥料費と光熱動力費をそれぞれ同

率変化させた。その結果，物財費は全体で

7.0％増加している。

表の増減率欄からわかるように，08年８

月現在では，資材価格の上昇により生産費

が全体で6.6％増加し，粗収益が4.5％減少

していることから，米からの所得は35.2％

減少している計算となった。

全国の稲作における平均経営規模が属す

階層である1～2ha未満層と統計中最大規模

となっている階層で

ある15ha以上層を比

べると，面積あたり

の物財費やその内訳

である購入肥料費

等，生産費を低く抑

えている15ha以上層

の方が，所得の増減

率△20.4％と1～2ha

未満層の△37.3％と

比べ価格変化の影響

が小さくなってい

る。

なお，米の場合注

意しなければならな

いのは，08年８月の

価格を反映させた試

算と08年の稲作収支

との関係を十分に説
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明するものではないことである。特に，そ

れは肥料に関して言える。肥料価格は08年

７月から大幅に上昇したため，追肥のため

に肥料を購入した一部の農家を除くと，08

年の稲作収支への影響は少ないと考えられ

る。08年についてはむしろ，資材価格より

も米価が収支に影響する。この点では，現

在の米価および資材価格の水準が09年まで

維持された場合の稲作収支のシミュレーシ

ョンと捉えることができる。

（２） 乳用牛

第２表は，価格変化の影響を乳用牛につ

いて見たものである。

42 - 650

（単位　千円／頭，％）

全
　
体 

粗収益（A）   

生産費（B）   

　うち物財費  

　　うち流通飼料費 
　　　　光熱動力費 

所得（A）－（B）  

資料　農林水産省「平成１８年畜産物生産費」, 「農業物価統計」 　　　　　　　 
（注）１　試算対象は搾乳牛。 　　　　　　　 

２　副産物は除く。 　　　　　　　 
３　生産費とは, 支払利子・地代算入生産費から家族労働費を除いたものである。 　　　 

第2表　酪農（乳用牛）における1頭あたりの収支 
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ここに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。
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定交渉につながっている。

酪農(乳用牛)経営において，飼養頭数が

多い農家の粗収益が高くなっているが，こ

れは乳価が固定されている中で，搾乳牛一

頭あたりの搾乳量が多いためである。その

こともあり，収益と費用を同時変化させた

ときの所得減少率は，100頭以上飼養して

いる農家において低く抑えられている。

（３） 肉用牛

第３表は，価格変化の影響を肉用牛につ

いて見たものである。

流通飼料費が物財費に占める割合は，06

年生産費で28.7％であり，乳用牛ほどでは

ないが飼料価格から

の影響を受けやすい

畜産物となってい

る。08年８月の資材

価 格 は ， 飼 料 で

36.1％，光熱動力で

44.5％上昇しており，

流通飼料費と光熱動

力費を同率変化させ

ると，物財費は全体

で10.8％増加する。

08年８月現在で見

ると，肉用牛経営に

おいては，資材価格

の上昇による生産費

の増加額よりも牛の

販売価格の低下によ

る粗収益の減少額が

大きい。そして，収
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乳用牛は，流通飼料費が物財費に占める

割合が45.4％と高く，飼料価格からの影響

を最も受けやすい畜産物のひとつである。

その飼料価格が36.1％，更に光熱動力が

44.5％増加しているため，流通飼料費と光

熱動力費をそれぞれ同率変化させると，物

財費は全体で18.1％増加する計算になる。

08年８月現在における酪農(乳用牛)経営

の収支は，資材価格の上昇(表中②欄)だけ

を見ると，全体で56.9％も所得が減少して

いる。08年４月の乳価改定により生乳価格

が上昇したことを考慮(表中③欄)しても，

所得が23.4％減少する計算になる。この所

得の減少が，現在実施されている乳価再改

（単位　千円／頭，％） 
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資料　農林水産省「平成１８年畜産物生産費」, 「農業物価統計」 　　　　　　　 
（注）１　試算対象は去勢若齢肥育牛。 　　　　　　　 

２　副産物は除く。 　　　　　　　 
３　生産費とは, 支払利子・地代算入生産費から家族労働費を除いたものである。 　　　 

第3表　肉用牛生産における1頭あたりの収支 
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ここに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。

もちろん，農畜産経営においても，中長

期的には生産性向上のための経営努力が必

要不可欠である。また，同時に経営を支援

し，生産性を向上させる継続的な技術の開

発や普及も不可欠である。しかしながら，

今回のような短期的な価格変化，特に資材

価格上昇に対しては抗しえない事が多く，

経営努力や技術の普及を待つ前に廃業に追

い込まれることもある。特に，日本の畜産

経営は，現在価格上昇率の高い資材の投入

額が物財費に占める割合が高く，緊急的な

支援策が必要と考えられる。

また，耕種部門について，稲作に本格的

な影響が出てくるのは09年作からである。

更に，「生産費調査」の対象となっていな

いため，本稿では取り上げなかった施設野

菜作などは，光熱動力費が経営費に占める

割合が他作目の経営と比べ高いため，冬期

の営農に影響を及ぼすこととなる。既に述

べた生産性向上のための経営支援に農協も

積極的に関わることで，資材価格上昇によ

る農業経営への影響を少しでも吸収できる

体質作りに寄与していくことが求められて

いるものと思われる。
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益と費用をともに変化させた場合(表中③

欄)には，粗収益が物財費を下回る状況が

生じており，所得はマイナスとなっている。

これは規模の大小に関わらず見られる。こ

れに対し，既に粗収益が物財費を下回った

場合に，その一部を補填する政策的支援が

講じられているが，肉用牛経営の収支が厳

しいことに変わりはない。

現在の状況は，第一次石油危機時ほどで

はないにせよ，資材価格の変動が激しい。

そして，当時とは異なり，資材価格の上昇

に生産者価格の上昇が全く追いついておら

ず，交易条件が悪化の一途をたどっている。

そのため，試算結果のように，農畜産経

営は収支悪化という厳しい状況にあるもの

と考えられる。特に畜産は，流通飼料費が

物財費に占める割合が高く，配合飼料の価

格変化による経営収支への影響が大きい。

これに対し，配合飼料の価格安定のための

基金や，生産費の状況に応じて補助金が交

付されるしくみ等があり，これらに追加的

な緊急対策が施されているが，更に短期的

な価格変動に対する農畜産業支援策につい

て，今後も検討を重ねていくことが求めら

れているのではないだろうか。
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４　結語


